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１．問題の所在　多文化共生論と「嫌韓流」

　「国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化

的差異を認め合い、対等な関係を築こうとしなが

ら、地域社会の構成員として共に生きていくよう

な、多文化共生の地域づくりを推し進める必要性

が増しています」として総務省が2006年に「地

域における多文化共生推進プラン」を策定し、地

方公共団体にもその推進を求めた１のを画期とし

て、「多文化共生」は官民双方に普及している。

昨年の東北大震災に際しても、全国市町村国際

文化研修所（J
ジャイアム

IAM）で研修を受け「多文化共生

マネージャー」に認定された市町村職員が中心と

なった「東北地方太平洋沖地震多言語支援セン

ター」が活躍した２。日本経団連でも2011年9月

に発表した「経団連成長戦略2011」にて「多文

化共生社会」の形成を提唱している３。

　一方で、多文化共生社会を真っ向から否定する

ような主張、社会運動が小規模とは言え登場して

いる。それが『マンガ嫌韓流』４を発祥とした「嫌

韓流」である。これまでのところその主張はマス

メディア上の「韓流」や、2009年以降の民主党

政権下で政治日程化した高校無償化措置および外

国人参政権法案など「セキュリティと文化の次元

で展開されて」５いる。また、欧州では極右政党

を支持するような「低階層でかつ排外主義を抱く

人々」が日本では特に「石原都知事のような排外

的主張を表明するポピュリスト政治家を支持して

いる」という懸念は社会調査によるデータ分析に

よって否定されている６。その分析をした田辺俊

介は2003年の調査に基づき、「ネットの掲示板だ

けを見ていると、まるで若者の多数派が『嫌中・

嫌韓』の思想を抱き、国粋主義や排外主義を主張

しているようにも思えてしまう。もちろん国粋主

義的、あるいは排外主義的ナショナル・アイデン

ティティを抱く若者も存在する。しかしその比率

は比較的少なく、けっして『若者』一般を代表し

ているとはいえないのである」７と評価している。

　しかし人口対策としての移民導入の検討を政府

閣僚が公言している現在８、日本がさらなる外国

人受け入れに踏み切る可能性は高まっている。上

記の経団連の主張が「高度外国人材」の受入れ

も提唱しているとおり、多文化共生の主張とよ

りいっそうの外国人受け入れの主張とは両立す

る。日本の国際交流の現場をよく知り、「多文化

パワー」を提唱する毛
めん

受
じゅ

敏浩は「ハングリー精神

を持った外国人を国内に引き込むことは、先進国

で低下しがちな経済電圧〔※松本注：毛受の造語

で、富める者と貧しい者との間のギャップを指す〕

を高めることにつながる」９として、人材不足に

悩む分野への移民受け入れを主張している。移民

政策研究所所長の坂中英徳も同様である10。
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　もし日本国内の富める者が高度技能をもつ外国

人との、貧しい者が農村地帯や中小企業に働きに

来た外国人との競争に直面していくとき、多文化

共生論は説得力をもつかどうか。

　具体的に今後考えられる許可制による外国人労

働者受け入れへの対応を考察した濱口桂一郎は、

「国内経営者にとって『できるだけ安い外国人労

働者をできるだけ多く導入する』ことが望ましい

のに対し、国内労働者にとっては『できるだけ外

国人労働者を入れるな』と『外国人労働者の待遇

を上げろ』という両立が困難な立場を同時に主張

する二正面作戦が迫られる」として、「このバラ

ンスが崩れると、国内労働者は『多文化共生』と

いう美辞麗句を自分たちの生活に対する攻撃とみ

なし、ショービニズム的な鎖国論に走る危険性が

ある。それが暴力的な外国人排斥行動につながる

可能性は、現にわれわれの目の前にある」11と危

ぶんでいる。また、上記の田辺のデータ分析によ

れば、「全体的に見て、社会において比較的弱い

立場にいたり、生活や政治に不満を抱えたりする

人々のほうが、外国人増加の悪影響を危惧し、共

生よりもむしろ排除を求め、さらには外国人への

権利付与へ反対する傾向が確認され」ているので

ある12。　

　そうであれば現段階のうちに、「嫌韓流」が多

文化共生という「美辞麗句」のどのような弱点を

突いて勃興してきたのかを考察していくことが重

要だろう。韓流ブームと在日コリアン13を俎上に

のせて「嫌韓流」が主張していたのは、植民地支

配という日本にとっての負の歴史認識が捏造にも

とづくというものだった。しかし多文化共生論者

にとっては「嫌韓流」も歴史認識も扱いにくい問

題と思われ、毛受は上記の書で植民地支配には特

には言及していない14。坂中は「在日韓国・朝鮮

人の日本移住は日本の朝鮮半島植民地支配に由来

する」としつつも、現在日本に存在する具体的な

排外主義には言及しない15。「植民地支配の清算

や北朝鮮バッシングに見られるような排外主義の

問題」を「自治体・経済界・政府だけでなく、移

住者問題の研究者や非政府組織（NGO）メンバー

から成る」研究会などが対象にしない状況を藤

岡美恵子は「奇妙な『多文化共生』論」と見て

いた16。

　なぜそのような特徴が日本の多文化共生論に存

在するに至ったか、「嫌韓流」的な歴史認識はな

ぜ支持を受けているのか。本稿はそれを考察の課

題としたい。そこで、まず植民地支配という歴史

認識と多文化共生論の成立との関わりを分析す

る。

２．多文化共生論と植民地支配の歴史認識

（１）戦後日本の再出発と旧植民地出身者

　植民地を喪失した日本において、その記憶を日

本人に喚起させる主な存在となったのが、植民地

から日本本土に渡来、定住に至っていたコリアン

である。彼らの多くが政治的に支持したのは、戦

前より植民地支配に反対し、戦後もその反省に

もっともとりくんでいた日本共産党である。しか

し占領期「逆コース」の進展、朝鮮戦争によって

共産党は弾圧され、その武装闘争路線も国民から

の支持を失う。そして日本占領の終了の一年後に

は朝鮮戦争も休戦成立、東アジアの一定の安定性

が確保されたなかで日本では自由民主党と日本社

会党による55年体制が成立する。左派系の在日

コリアン運動も大転換をおこない、北朝鮮政府

の指示のもと在日本朝鮮人総連合会（総連）が

1955年に発足し、自らを北朝鮮の在外公民とし

て位置づけ、日本政治への内政不干渉を表明する。

総連に対立する在日本大韓民国居留民団（民団。

のちの在日本大韓民国民団）もまた同様で、朝鮮

戦争には韓国側に志願兵を送り、その後には朴正

煕の軍事政権をも支持していく17。

　こうして外
との

村
むら

大
まさる

が「民族関係の55年体制」と

呼ぶ、在日コリアンと日本人との摩擦を回避しつ

つ共存するシステムが成立した。これもまた一種
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の「共生」と言えるが、外村の言うとおり「それ

は日本人の加害の歴史反省の確立や民族差別の克

服、在日朝鮮人の歴史と存在を尊重したうえで彼

らを社会の一員として位置付ける環境の形成と

いった“懸案事項”の解決を生みださなかった。

むしろ、それの解決を先送りする作用を内包して

いた」18。他律的に植民地から解き放たれた日本

は、冷戦構造が優先される戦後世界において、旧

植民地との関係を忘れることを許されたのであ

る。

（２）差別撤廃運動から共生の思想へ

　自らを南北朝鮮の在外公民として位置付ける在

日コリアンは代を重ねるなかで、外国籍のままで

日本社会への定住、定着志向を強めていく。しか

し多くは通名で生活しつつも、自らを日本社会の

メンバーではないとして社会的地位の上昇を拒ま

れることに納得していた。彼らが自らの価値を肯

定し、それをそのまま日本社会に認めさせようと

いう動きを始めたのは、就職差別に在日二世の青

年が異議を申し立てた日立就職差別裁判（1970

年提訴）からである。当初は日本企業への就職自

体が日本社会に同化するものとして総連、民団の

双方から批判、無視されたほど、厳しい運動となっ

た19。だからこそその勝利（1974年）は在日コリ

アンに社会的地位上昇の希望を持たせるのみなら

ず、支援者の一人・崔
チェ

勝
スン

久
グ

が回顧しているように、

「法律で決まっているんだからとあきらめていた

ものを、日本人と同じ住民じゃないかということ

でその変更を求める、法律で定めていることその

ものがおかしいとその変更を要求しはじめる」と

いう「パラダイムの転換」をおこしたのである20。

その後の粘り強い住民運動により、主に自治体判

断による国籍条項の撤廃が進められた。これには

1970年代に各地で誕生した革新自治体での福祉

政策の進展も寄与している。

　こうして在日コリアンや在日台湾人など旧植民

地関連の渡来者、つまりオールド・カマー中心の

運動によって、国籍を超えた「共生」意識が生み

だされていった。川崎市で運動を担ってきた李
イ

仁
イン

夏
ハ

が半世紀をふりかえった書籍の序文を「同化で

はなく共生を」と題しているとおり21、植民地支

配における同化政策が否定されるべきものとして

あった。「統合」という用語も多数者への同化と

いうニュアンスを帯びているとして避けられた22。

この国内発の「共生」に、海外のカナダやオース

トラリアなどの「多文化主義」という言葉のなか

の「多文化」とが結合して生まれたのが「多文化

共生」という「和製語」であり23、その発祥の地

は1993年頃の川崎市と見られている24。

　しかし国レベルでの制度改革は「外圧」によら

ねばならなかった。それはインドシナ難民とい

う「黒船」25に対応した1979年の国際人権規約批

准、1981年の難民条約批准によって「内国民待遇」

という国際的ルールを受け入れたためである。

（３）ニュー・カマーへの対処から多文化共生の

展開へ

　1980年代の日本では国際結婚による女性の事

実上の移民、さらにはバブル経済期の人手不足の

中での入管法改正を機に日系人労働者・家族の大

量来日がおこる。公式には外国人労働者の導入は

認められないまま、一種の裏口利用によるニュー・

カマーの来日である。山脇啓造が、1970年代に

オールド・カマー中心の施策に取り組み始めた自

治体を「人権型」、1990年代にニュー・カマー中

心に取り組んだ自治体を「国際型」と呼んだよう

に、多くの自治体が外国人住民の問題にとりくま

ざるをえなくなった26。1993年4月には市町村職

員の国際化対応能力を向上させるために全国市町

村国際文化研修所が設置された。そして日系人集

住の地方自治体は2001年に外国人集住都市会議

を結成し、情報・経験交流のみならず政府への提

言も活発におこなっていく。

　そして多文化共生が国の政策の一角にとりこま

れたのが、冒頭に述べた総務省の「地域における
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多文化共生推進プラン」の提示である。これに

は序曲があり、全国市町村国際文化研修所では

2003年に山脇啓造と多文化共生センター大阪の

田村太郎理事を助言者にしてカリキュラムを大幅

に見直し、多文化共生を全面に打ち出した研修を

提供していた27。そして総務省が2005年6月に設

置した「多文化共生の推進に関する研究会」は山

脇を座長とし、田村も一員として加わったもので、

その翌年3月の報告書をもとに「プラン」が策定

された。総務省（旧自治省）が「地域の国際化」

として位置づけてきた国際交流と国際協力にくわ

え、第三の柱として多文化共生が明記され、体系

的な政策が自治体にとってのモデルとして紹介さ

れたのである。

　しかし従来の運動が撤廃を目指してきた行政に

よる差別的処遇、さらには市民同士の偏見、差別

についての対処は、プラン中には「多文化共生」

の意義の一つとして、「外国人住民の人権保障 地

方公共団体が多文化共生施策を推進することは、

『国際人権規約』、『人種差別撤廃条約』等におけ

る外国人の人権尊重の趣旨に合致する」とあるも

のの、具体的な差別撤廃策としては生活支援策の

一つとして、「情報提供による居住支援、入居差

別の解消」が挙げられているのみで、国の制度改

正などにも触れていない。

　ただ、これらの限界点は総務省の担当者たちも

作成段階より自覚していたものである。たとえば

総務省自治行政局国際室にて研究会をコーディ

ネートした一人の山
やま

崎
ざき

一
もと

樹
き

が京都市副市長に転じ

てのちの2008年に記すところでは、政策の対象

を日本語能力が十分でない外国人住民に絞り込ん

だのは一年間という時間的制約のため、「現下の

自治体の現場で苦慮している状況への対応を第

一義にせざるを得なかったという事情による」。

オールド・カマーを検討対象にしない点について

は、「コミュニケーション能力」と「文化的背景

の違いへの配慮」の視点から「個別の施策レベル

では検討の対象としていることに留意」してほし

いとしている28。また2008年4月から同省の国際

室長となっていた植松浩二は同年10月の関西国

際交流団体協議会主催の公開パネルディスカッ

ションにて、「このプランは各省と折衝して作っ

たわけではないので、実現に向けて法整備すると

いう合意はないのです。ただ、最初からそこまで

求めると、このプランすら出せなかったでしょう」

と述べている29。

（４）多文化共生論の普及

　2006年7月に経済財政諮問会議が策定した「経

済財政運営と構造改革に関する基本方針（骨太の

方針）2006」にて「国際競争力の強化」の一環と

して「平成18年内の生活者としての外国人総合

対策策定等、多文化共生社会構築を進める」と記

載された30。前掲の元国際室長の山崎一樹は、「た

ぶん、政府の公式文書の中で多文化共生という言

葉が盛り込まれたのはこれが最初だと思います」

と別のパネルディスカッションで述べている31。

地方自治体でも指針や計画づくりが広まり、宮城

県では条例制定にまで至った32。また多文化共生

計画以外の、地域防災計画や次世代育成支援行動

計画などの計画にも外国人住民が言及されるよう

になっている33。共生の語は他の分野にも広がり

「原発との共生」という語まで誕生していたこと

が2011年の原発震災後に改めて知られた。

　なぜ普及を見たのか。日立裁判の成果から結成

された「民族差別と闘う連絡協議会」（民闘連）

の運動方針を分析した金
きむ

侖
ゆん

貞
じょん

は、この「共生」の

前段階には日本人と在日コリアンが地域を拠点に

差別を是正する運動に共に取り組むという「共闘」

があったとしているが34、対立や闘争よりも協調

を望む人々には共闘なき共生が好まれたと言って

良いだろう35。これが「統合」であれば、統合の

ために必要となる働きかけは常に当事者から「同

化」を疑われ、当事者間の緊張関係を意識させた

かもしれないが、「共生」自体は誰からも文句の

でない用語であった。その結果、「多文化共生」



27多文化共生論と歴史認識：「嫌韓流」の挑戦を考察する

に楽観主義の危険が潜むことを「実際に現場で活

動する人たちがよく理解している」状況36で（だ

からこそ）、「コスメティック・マルチカルチュラ

リズム（うわべの多文化主義）」とテッサ・モー

リス＝スズキが命名したものが流行していった37。

　植民地問題という歴史認識には触れないことで

普及した多文化共生論は、「嫌韓流」が重要な根

拠とする歴史認識とは直接に対立することはな

い。そのために、または、取るに足らない勢力と

見ているために、現段階では多くの多文化共生論

者が「嫌韓流」を無視あるいは軽視しているのだ

ろう。しかし「嫌韓流」の今後の消長を考えるた

めには、なぜ21世紀の日本に「嫌韓流」が台頭

したのかを知っておく必要があろう。次節で検討

したい。

３．「嫌韓流」の歴史認識が支持された理由

（１）「嫌韓流」ブーム

　山
やま

野
の

車
しゃ

輪
りん

が2005年に単行本として刊行した『マ

ンガ嫌韓流』はその年のベストセラーとなった。

「現在マスコミでは『韓流』などと友好を演出し

ているが　水面下では韓国を嫌う日本人が急増し

ている　マスコミが隠しているもう一つの韓流　

それが…　『嫌韓流』だ!!」38という主張が一定の

支持を得て、「嫌韓流」を冠した類書も刊行され

ていく39。山野自身も続編を2009年までに３巻刊

行するとともに40、「嫌」の対象を中国にも広げ

た41。そして「嫌韓流」は社会的運動にも発展し、

『マンガ嫌韓流』と同じ出版社から『嫌韓流実践

ハンドブック』42を刊行した著者、桜井誠は2007

年には「在日特権を許さない市民の会」（在特会）

を結成して運動を展開している43。

　この『マンガ嫌韓流』シリーズ（以下では『嫌

韓流』と略す）に対する分析、批判をまとめた

書籍としては、2006年に『『マンガ嫌韓流』のこ

こがデタラメ』44、2007年には『日韓　新たな始

まりのための20章』45が刊行されている。このほ

か、『嫌韓流』や「在特会」などを現代日本レイ

シズムと見る向きが多い46。ただ、なぜ嫌韓流的

な主張が受け入れられているのかについての分析

は、やや弱いように思える。類似の主張はそれま

でにも活字メディアを中心に存在しており、『嫌

韓流』はその再構成として登場したのだが、なぜ

一大ブームを巻き起こすまでに至ったのか。本節

では、「嫌韓流」が読者のどのような「既存の価

値観」としての歴史認識を動揺させ、説得力を持

つに至っているかについて分析する。

（２）『マンガ嫌韓流』の植民地認識

　『嫌韓流』は「フィクション」をうたっている

が、その主張は現実世界の課題を扱っている。高

校三年生の日本人男性を主人公、彼の同級生で韓

国籍在日コリアン四世の男性を準主人公として始

まり、彼らが進学先の大学での歴史研究サークル

での学習とディベートを通じて日韓関係と在日コ

リアンの真実に知っていくという筋立てて、読者

に正しい事実認識を伝えようとしている。

　作品当初は特に社会問題に関心のなかった主人

公が朝鮮の植民地支配にもっていた知識は「学校

で習った」もので、「独立運動の弾圧や皇民化政

策　創氏改名　強制連行　従軍慰安婦……」とい

うものだった。ところが同居している祖父が「終

戦までずっと朝鮮半島に住」み、京城帝国大学卒

で朝鮮総督府に勤めていたということを偶然知ら

されるとともに、祖父から「朝鮮人学生の仲の良

い友達もたくさんできたし　朝鮮の近代化のため

に生涯を捧げようと誓いあったものじゃ」と聞か

される。その実体験が現代日本では無視されてい

ると嘆く祖父に対し、彼は「マスコミが言ってい

る植民地の話とも懸け離れているし　信じられな

いよ」と反論するが、祖父がすぐに倒れたことも

あり、動揺を覚える（第１巻第１話）。

　主人公はその後、進学先の大学で歴史サークル

に入部してすぐ、学内のライバルサークル相手の

ディベート「日韓の補償問題」に臨む。「本やネッ
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トで一週間即席勉強しただけ」だったが、「補償

問題は日韓基本条約で全て決着が着いている」と

いう主張で勝利をおさめる（第１巻第２話）。こ

こで彼は植民地支配について「日本は国家予算の

二〇％を朝鮮に投入して近代化させた」と主張し

ているが、そこに至るまでの学習内容や葛藤、あ

らためて祖父と対話する場面は描写されない47。

この「近代化」の詳細は、その後のディベート「日

韓併合」にて主人公側の女性から下記のように主

張される（第１巻第８話）。

　「日本は朝鮮に道路・鉄道・電力など数々のイ

ンフラを整備　さらに近代医療の導入と農業生産

力の向上により人口を倍に増加させ　奴隷制度を

廃止し　教育制度を充実してハングルを普及させ

た　これらのどこが『世界一過酷な植民地』なの

かしら？」「確かに欧米列強は植民地に対し過酷

な収奪と搾取を行っていました　しかし……　日

本統治下の朝鮮は状況が全く違ってよ！」　過酷

な植民地支配というイメージは、日本ではなく欧

米に妥当するものだと主張されるのである。

　そして朝鮮人に対する同化政策、皇民化政策は

「朝鮮人を植民地の奴隷ではなく日本国民として

扱った平等な政策」とされる。三一独立運動のよ

うな抵抗があったとの主張に対しては、「併合し

てしばらくは　そのような抵抗があってもそれは

仕方がないこと」で、むしろ大多数の朝鮮人は支

配を受け入れたとして、次のように主張する。「併

合下での三五年間　日本と朝鮮の人達が手を取り

合って朝鮮の近代化に努めた」。「現在マスコミは

日韓友好を唱えていますが　実は限りなくそれに

近い理想形がすでに過去にあったのです　日本人

と朝鮮人が手を取り合って朝鮮半島で暮らしてい

た日々が」。「当時の朝鮮で生活していた方々の話

に耳を傾けてください　日本人も朝鮮人もなく同

じ人間として生活していたという話が聞けるはず

です」48。

　朝鮮を植民地支配したのではなく近代化したの

だという主張が読者にとっても説得力をもってい

る様子は、翌年の『マンガ嫌韓流２』刊行に続い

て刊行された『マンガ嫌韓流公式ガイドブック』

に収録された次のような読者感想49からも察せら

れる。「この本を読むまでは日本が武力で攻めて

併合し朝鮮人は奴隷階級で苦しんだと思っていま

した。だから今までは韓国の要求はちょっと過大

ながら理解できる面も持っていました」（34歳・

男性・会社員）。「欧米列強の植民地支配とは違う

日本の植民地支配。それは国づくりをすることで

す。朝鮮単独ではなんともできない、そこで日本

が朝鮮をまともな国として開発しました」（34歳・

男性）。「日韓併合時代に日本がひどいことをした

というより韓国の発展のもとを築いたということ

はよく分かりました」（40歳・男性・銀行勤務）。

　このように近代化を優先する発想は「嫌韓流」

に反発する側にも共通している。たとえば『嫌韓

流』に対抗して「嫌日流」をうたったマンガが韓

国で２冊出版され、日本でも翻訳・刊行されてい

るが、その一つは、「韓国より何一つ優れている

わけでもないのに　韓国を後進国だと言う日本の

妄言を黙って聞いていろというんですか」と韓国

人学生に言わせ、「日本は豊かだが国民は貧乏で

ある」とする。そして「大韓民国は決してあなた

たちが軽んじてもいい相手ではない　大韓民国は

こんな国だ」として、「IQが世界で最も高い国」「文

盲率が１％未満の世界唯一の国」などを列挙して

終わる50。また山野車輪にしても桜井誠にしても、

自らの主張を日本人同士の議論だけで紡ぎ出した

のではなく、インターネット上の翻訳機能付き掲

示板での韓国人との論争を経て、自らの主張の有

効性を確認したと考えて発表していることも見過

ごせない点である51。

　近代化優先の思考を『嫌韓流』はどこにつなげ

るのか。第４巻でイギリスからの留学生は次のよ

うに述べる。サッチャー時代の教育改革が「偏向

した歴史教育」を是正して、「学校では侵略史観

だけでなく『植民地支配によってインド人の生活

水準が向上した』などの植民地支配のプラスの面
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も取り上げるようにさせて　歴史を冷静に両面か

ら教える教育の大改革を断行し　イギリス人の意

識改革を行ったのです」（第４巻第９話「日本人

が知らない世界の嫌韓流」）。ここでは『嫌韓流』

自身も否定していたはずの（欧米流）の「過酷な」

植民地支配は半面にせよ肯定に至っている。

　いずれの帝国主義国も異民族支配を正当化すべ

く、遅れた民族の近代化、文明化を主唱してい

た。これを知らぬまま、しかし当人としては世界

史を知っていたつもりで『嫌韓流』を読んだ読者

は先入観が覆されることで植民地支配の正当化に

まで至ってしまう。たしかに植民地の近代化に植

民地支配が寄与したとしても、それが支配そのも

のを正当化することはない。そもそも、いかなる

植民地も独立していった過去の事実を見れば、異

民族支配の無理は読者にも理解されているはずで

ある。ところが近代化を優先することで植民地支

配と抑圧を正当化し、同化を当然とする思考法は

どこから生じたのか。また、現代の到達点として

の多文化共生論にとって、こうした思考法はどの

ような意味を持つだろうか。

４．『嫌韓流』の思考法

（１）「ずらし」の話法

　まず、「嫌韓流」を受け入れる素地として挙げ

られるのは「ずらし」の話法である。中西新太郎

によると、「不幸や抑圧の現実性を観念上で消去

し、弱者なり被害者なりの訴え、心情の発露を演

技的パフォーマンスへとずらしてとらえる話法

は、七〇年代半ば以降の消費社会化にともなって

一般化してきた」。被害者が「『私が悪いのではな

い』と社会に向かって権利請求する存在は理不尽

に映り、強烈な排除の対象となる」。「人権や民主

主義の普遍妥当性を要求する主張や「可愛げ」の

ないフェミニズムなどは、いずれも居丈高で抑圧

的な言説に感じられ、そうしたずらしの対象とな

る」52。権利の主張、抑圧への怒りは理性的ではな

く「感情的」としてマイナスに評価される53。

　感情的な主張を否定する「クールな語り口様式」

の背景には、中西の言う「Ｊ国家主義感覚」がある。

中西は洗練された日本製若者文化が世界に輸出さ

れるなかで、「いわば文化的宗主国に属すること

の意識が、ジャパン・クールの語り口には明瞭に

刻印されている」と見る。そのナショナリズムの

発端が日韓共催ワールドカップで日本人が韓国ナ

ショナリズムを「発見」したことであり、『嫌韓流』

の冒頭がＷ杯であることを象徴的とする54。そし

て韓国ナショナリズムは応援マナーやラフプレー

に見られた如く感情的で偏狭なものだが、日本の

優越性は世界に認められているとして、自国の歴

史認識を問うような主張は否定される55。

　ここに既成のマスメディアや研究者、既成の権

威に対する反発も加わる。マンガ表現論の視角か

ら検討した杉浦基
もとい

は、既存の価値規範を絶対化す

る啓蒙主義的な主張を『嫌韓流』が「『正しさ』

の奴隷」「独善的な宣教師」として批判しながらも、

『嫌韓流』もまたその手法を内面化した「“啓蒙の

鬼子”」であること、しかし「主体的な真実」を

求める態度があったとしている 。原尻英樹は『嫌

韓流』とその関連本について、「これらの筆者に

は韓国・朝鮮についての専門家はほとんどいない

という基本的特徴がある」として、「韓国・朝鮮

については、専門家以外の人が誰でも言及できる」

異様な状況があると指摘していたが57、だからこ

そ、自分でものを考えている（つもりの）人々は

『嫌韓流』を受け入れたのだろう。その『嫌韓流』

では韓国人は、「韓国政府によって捏造されたフィ

クション」を信じ込み、自分で考えられない人々

と哀れまれる。韓国には言論の自由がなく、「歴

史を直視する韓国人」は「親日派」として社会的

に抹殺されるという認識も、日本人の側の優位性

を高める（第２巻第８話）。

　既存の権威への不信という点では、「嫌韓流」

は従来の日本の保守、右派にある親韓派とも一線

を画している。『嫌韓流』は韓国生まれの新興宗教・
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統一協会（世界基督教統一神霊協会）を「韓国系

カルト宗教」と呼び、「反共運動という部分で統

一協会と日本の保守勢力とは未だに関係を保持し

ている」と告発する（第３巻第４話）。これを山

野車輪は、「これまでの保守は韓国に対してしが

らみがある。だけど、我々にはそういうしがらみ

がない。そういう違いが保守の中にもあるんです

よね」と語っている58。

（２）「癒し」としての「嫌韓流」

　権利主張をする人々への冷淡なまなざしは、当

然ながら自らにも向けられているはずだ。自分自

身が抑圧され、差別されたとしても、自らが「近

代化」すれば良い。もし「近代化」できなくても「自

己責任」である。しかし自身が苦しみを感じてい

ないわけがない。その「癒し」を与えるものは何

だろうか。

　『嫌韓流』登場の２年前、斎藤貴男は現代の部

落差別の言論を「『癒し』としての差別」と命名

した。2003年に部落解放同盟の関係者に大量に

匿名で送りつけられた封書、ハガキについて斎藤

に聞かれた同盟の東京都連書記長は、その攻撃的

な主張には「リアリティがない」と言う。「部落

の者にひどい目にあったから憎んでいるといった

ような、差別に至る実体験の裏づけがまるで感じ

られない。ただ世の中には被差別部落なるものが

存在しているという“情報”を何かで知って、そ

こには解放同盟という悪い奴らがおるぞと、これ

も頭の中だけで、“情報”として理解した。」59こ

れを受けて伊藤公雄は「『癒し』としての差別」は、

「憎悪／嫌悪する側の不安定な自己意識にこそそ

の根拠があるといってもいいだろう」と指摘し

た60。

　この「リアリティがない」敵意は『嫌韓流』の

世界にも当てはまる。登場人物の誰も、具体的に

在日コリアンから攻撃を受けたという体験はな

い。『嫌韓流』読者の感想を見ても、在日コリア

ンが身近にいるという人は少ない。「上司は李承

晩時代に韓国で発電所建設の仕事に携わっていま

したが韓国人からいわれなきひどい差別や扱いを

うけた」という「36歳・女性・会社員・東京都」

はいるが、日本で同級生に在日コリアンがいた人

は差別なく暮らしていたというのみである61。そ

うした読者が共感する『嫌韓流』の主張（日本人

がこうむっている被害）とは、「在日韓国・朝鮮

人は『強制連行されてきた』という捏造をカード

に日本人の贖罪意識を利用して特権や優遇を騙し

取ってきたんだ」というものだ（第２巻第３話）。

　この「在日特権」とは特別永住資格、無年金者

に対する地方自治体の独自の福祉手当、朝鮮総連

施設に対する地方自治体の税減免措置など、主に

在日コリアンのオールド・カマーとその子孫が得

ているものである。第４巻では「外国人参政権を

推進している」民主党への政権交代の可能性が高

まっているとして、在日コリアンが参政権を得れ

ば「彼らは今以上の『在日特権』を得るだけに留

まらず…　日本は完全に在日に乗っ取られ　支配

されてしまう!!」と危機感をあらわにする（第４

巻第１話「在日韓国人の“日本侵略”」）。こうし

てシリーズ冒頭では誤った歴史認識をもち「特権」

も知らなかったという設定の準主人公の在日コリ

アン青年は第４巻第10話にて、民団のビル前で

「民団は歴史捏造・歪曲を行ってきたことを認め

て日本に謝罪しろ！　『在日特権』の実態を明ら

かにして情報開示しろ！」「民団は在日の生活保

障を日本に丸投げするのではなく　同胞のための

セーフティネットを作れ！　民団は日本に参政権

を要求するのはやめろ！」と宣伝活動をし、感激

した主人公らもそれに加わる。

　自分たちを守るはずの国家が自分たちではなく

外国人を守っているという憤激が排外主義を呼ぶ

状況を「パラノイア・ナショナリズム」と命名し

たのがオーストラリアを分析したガッサン・ハー

ジである。グローバリゼーションの進行により周

縁化されていく人々は「自らが周縁化された状態

に慣れていない」。「彼・彼女らは、自らと自らが
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属するネイションの関係が脆弱であることに由来

する恐怖を、異邦人と分類されるあらゆる人々に

対して投影する。自分を養ってくれないネイショ

ンに対してこうした人々が抱く愛着は、ナショナ

リズムの特殊なパラノイア的形態を次第に生み出

していく」62。すでに2010年に中国帰国者の親類

縁者が多数入国して大阪市役所に生活保護を申請

したことが「在特会」などの反発を呼んだ63。

　こうした図式を日本に当てはめれば、現在検討

されている人口減対策としての移民導入は、日本

人の若者にとってどのようなメッセージになるだ

ろうか。現代の大卒生の就職難は、大学生が増え

すぎたからだという主張がある64。その彼らのラ

イバルとしてすでに外国人留学生が登場しつつ

あり 65、ある経営者は「就職内定者の懇談会で、

私のテーブルに最初に集まってくるのは外国籍の

人か日本人の女性です」「日本人男性の多くは隅っ

この方で固まっています」と述べている66。自ら

は「ネイション」に期待されていないという若者

（男性）の自覚が、今後の多文化共生に対する脅

威の発端になる可能性がある。

５．まとめ

　地方自治体や住民、研究者など当事者の苦労と

努力のもとで普及をしてきた多文化共生論は、そ

の起点に植民地支配における同化強制への反省が

あったものの、その歴史認識の問題を避けること

で広く支持を得てきたという側面がある。よって

「嫌韓流」の問題提起が過去の歴史認識問題に留

まるものであれば、現代の多文化共生論にとって

は脅威とは言えないかもしれない。

　しかし以上で考察してきたように、「嫌韓流」

には植民地支配の差別と抑圧を「近代化」の名の

下に正当化する思考法があると思われる。その視

点が現代においても適用されれば、自己の生活を

守るために他者に働きかけることは「自己責任」

の名の下に忌避される。これがどれほどの規模を
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覚させ、さらにはその解決のために踏み出させ、
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In recent Japan, “multicultural community 

building” has become an official ideology. For 

instance, the Ministry of Internal Affairs and 

Communications has created a promotion plan 

for multicultural community building and has 

been promoting such policy practices to all local 

government entities.  On the other hand, start-

ing from “Hate Korea Wave, A Comic (Manga 

Kenkanryu),” there are louder voices who insist 

on xenophobia against Korean living in Japan.

This paper focuses on the recognition of the 

history of Japan’s colonial occupation in which 

anti-Korean arguments are based in order to 

analyze Japanese policies on multicultural com-

munity building.

The study has led to the following conclu-

sion:

In Japan, multicultural community build-

ing has been promoted by ignoring the issues of 

the recognition of history.  As foreign workers 

increase in Japan, xenophobia such as the “Hate 

Korea” movement will be a threat to such multi-

cultural community building policy practices.

People who are attracted to the “Hate Ko-

rea Wave” support the concept of Japan’s colo-

nial occupation on the ground of a theory of self-

responsibility.

A Theory of Multicultural Community Building and Historical Recognition: 
Study on the Dare of the ‘Hate Korea Wave （Kenkanryu）’

MATUMOTO Kunihiko（Yamagata University）


